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１．平成２４年度観光庁関係予算概算要求総括表

(単位：百万円）

24年度 前年度 対前年度
要求額 予算額 倍 率
（Ａ） （Ｂ） （Ａ／Ｂ）

１．訪日外国人3,000万人プログラム第１期 8,809 8,634 1.02
○ 訪日旅行促進事業（ﾋﾞｼﾞｯﾄ・ｼﾞｬﾊﾟﾝ事業） 5,088 6,055 0.84
● 日中国交正常化４０周年記念青少年招請事業 100 0 皆増

● Ｆｌｙ ｔｏ Ｊａｐａｎ！事業 1,186 0 皆増

● 国立京都国際会館の整備・運営に係るＰＦＩ 84 0 皆増

事業手法調査

○ 訪日外国人旅行者の受入環境整備事業 438 608 0.72
○ 日本政府観光局（JNTO）運営費交付金 1,913 1,972 0.97

２．観光を核とした地域の再生・活性化 381 472 0.81
○ 観光地域づくりプラットフォーム支援事業 246 271 0.91
○ 広域観光促進調査事業 116 201 0.57
○ ユニバーサルツーリズム促進事業 19 0 皆増

３．観光人材の育成

○ 観光中核人材育成事業 153 221 0.69

４．ワークライフバランスの実現に資する 185 82 2.26
休暇改革の推進

○ 地域における家族の時間づくり促進事業 35 82 0.43
● 国内旅行活性化のための環境整備事業 150 0 皆増

５．観光統計の整備 845 475 1.78

６．その他（経常事務費等） 284 264 1.08

合 計 10,657 10,148 1.05

●：「日本再生重点化枠」での要求

復旧・復興枠

○ 災害時における訪日外国人旅行者に向けた情報 30 0 皆増

提供のあり方に関する調査事業

○ 観光地域づくりプラットフォーム支援事業 54 0 皆増
（被災地分）

○ 広域連携観光復興対策事業 250 0 皆増

合 計 334 0 皆増

総 計 10,991 10,148 1.08
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２．観光行政をめぐる最近の動き

平成15年４月 ビジット・ジャパン・キャンペーン開始

平成18年12月 観光立国推進基本法が成立（全会一致）

平成19年６月 観光立国推進基本計画を閣議決定

平成20年10月 観光庁設置

平成21年７月 中国個人観光ビザ発給開始

10月 「訪日外国人3,000万人プログラム」を打ち出し

（平成22年度予算概算要求）

12月 第１回「観光立国推進本部」を開催

平成22年５月 国土交通省成長戦略会議 取りまとめ

６月 新成長戦略～「元気な日本」復活のシナリオ～を閣議決定

・「観光立国・地域活性化戦略」が７つの戦略分野の一つに選定

・「訪日外国人3,000万人プログラム」と「休暇取得の分散化」が

国家戦略プロジェクトに選定

平成23年３月 東日本大震災 発生

５月 日中韓サミット首脳宣言
（2015年までに三カ国間の人的交流規模を2,600万人に拡大）

８月 「日本再生のための戦略に向けて」閣議決定

Ⅲ．「新成長戦略」の検証について

■訪日外国人2,500万人 【目標・工程を堅持し、内容強化】

震災後、訪日旅行者が大幅に減少していることから、正確な情報発信、

海外の観光当局、メディア、旅行会社等に対する訪日旅行再開の働きかけ

を緊急実施

■国内観光需要喚起 【目標堅持・工程見直し】

休暇取得の分散化の本格実施について、震災後の国民生活・経済活動等

への影響及び国民的コンセンサスの状況を踏まえて実施
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３．具体的施策

（１）訪日外国人3,000万人プログラム第１期

○訪日旅行促進事業（ビジット・ジャパン事業）【継続】

（国際交流推進課、参事官（ＭＩＣＥ担当））

要求額 ５，０８８百万円

マーケティング・リサーチの徹底、ＫＰＩによるプロモーション効果の測定を行い、

効果的・効率的な海外プロモーションを展開する。また、１０年目を迎える訪日旅行促

進事業について、市場の発展段階、訪日旅行の浸透度に応じプロモーションの差異化を

図り、アジアをはじめとする新興市場の成長を効果的に取り込むとともに、リスク（風

評被害、外交等）に強い訪日外客構造とするため、市場の多角化を図る。加えて、国際

的な誘致競争が激化しているＭＩＣＥについても、効果的なプロモーション等を通じて

誘致・開催を推進する。

※ＫＰＩ（key performance indicator）：広告効果に関する客観的指標

※ＭＩＣＥ（Meeting、Incentive、Convention、Exhibition/Event）

有望市場 高成長市場 再訪市場 安定市場 富裕層

狙

い

≪足場固め≫

今後急増する海外
旅行者をすぐに取
り込めるよう、基本
商品を組成

≪全方位戦略≫

急増中の「中間層」需要を一気に
取込むため、大規模プロモーショ
ンによる「観光地・日本」の一斉売
り込み

≪多商品戦略≫

新規訪日は一巡。再来訪（リ
ピーター）を促すため、多様な
日本（主に地方）の魅力・商品
の開発・発信

≪深堀戦略≫

他国からのシェア
獲得のため、訪日
の魅力を深く、詳し
く発信

莫大な消
費が期待
できる層の
確実な獲
得

重
点

・ツアー造成支援 ・旅行博出展 ・ツアー造成支援
・広告宣伝

・メディア招請
・地方連携事業

・旅行博出展
・メディア招請

・旅行博出展

・メディア招請

インド
ロシア

中国 タイ マレーシア 韓国 台湾
香港 シンガポール

米国 カナダ
英国 ドイツ
フランス 豪州

インドネシア
ベトナム フィリピン
ブラジル メキシコ

イタリア
スペイン

サウジ
ＵＡＥ今後の成長が見込まれる市場

徹底したマーケティング・リサーチ KPIによるプロモーション効果の測定

最適な市場別プロモーションの実施

※東北にかかる地方連携事業については、要件緩和を継続

現行重点15市場

訪日旅行促進事業の高度化
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○各国メディアの日本への招請

ビジットジャパントラベルマート
（大規模商談会）
（2010年11月）

○新聞、旅行雑誌、トラベルサイト等による広告 ○旅行博覧会への出展

米国の旅行雑誌への広告
（2010年11月）

オーストラリア日刊紙への
広告（2011年７月）

現地消費者向け事業

○意欲ある各国旅行会社の日本への招請、
商談会の実施、コース提案

○訪日旅行商品との共同広告

現地旅行会社向け事業

復興航空（台湾）
との共同広告
（2011年6,7月）

中国最大のポータルサイト
「新浪」の取材（2011年6月）

香港ＩＴＥ（2011年6月）
北京、青島の旅行会社視察

（2011年5月）

記事掲載

商品造成

特集ページ：新浪動画

○主要アジア諸国（韓国、星、豪州）等は、官民を挙げて積極的なＭＩＣＥ誘致活動を展開し、国際競争が激化。

○我が国ＭＩＣＥの国際競争力不足（マーケット戦略・専門人材・ 国際ネットワーク・統計データ等）

１．海外プロモーション事業

日本のＭＩＣＥブランドの復活・強化を図るため、海外見本市への出展や招請事業等を通じて、市場開拓を強化。

２．誘致段階・誘致決定後の支援事業

ＭＩＣＥの誘致等のためにキーパーソンの日本への招請等を行うことで、日本側主催者の誘致活動を支援。

また、ＭＩＣＥ開催における効果を最大化するために、外国人参加者増加のための活動を支援。

３．ＭＩＣＥ国際競争力強化事業

マーケット戦略高度化、人材育成等を通じて、厳しい国際競争環境にあるＭＩＣＥ関係者の国際競争力を強化。

◆背景

ＭＩＣＥ誘致・開催は、 ことに加え、 にもつながるものであり、我

が国の経済成長にとって極めて重要。また、国際社会におけるわが国の 等にも寄与。

◆施策展開

ＭＩＣＥの誘致・開催の推進

経済波及効果が大きい ビジネス機会の創出

プレゼンスの確保

◆ＭＩＣＥ誘致・開催の意義

アジアのＭＩＣＥ分野における地位失墜のおそれ
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≪日本再生重点化枠≫

○日中国交正常化４０周年記念青少年招請事業【新規】 （国際交流推進課）

要求額 １００百万円

中国・温家宝首相訪日（平成２３年５月）を受けて実現した被災中学生の海南島への

招請事業に対し、日本側の感謝の意を示すとともに、「日中国交正常化４０周年」を記

念して、中国の青少年２００名を日本へ招請し、日中関係の次代を担う青少年間の国際

相互理解の増進、中長期的な日中間双方向交流の拡大につなげる。

≪日本再生重点化枠≫

○国立京都国際会館の整備・運営に係るＰＦＩ事業手法調査【新規】

(観光資源課、参事官（ＭＩＣＥ担当）)

要求額 ８４百万円

国際会議（MICE）の誘致については、近隣アジア諸国との間で競争が激化して

いるが、日本の国際競争力強化を図るため、国立京都国際会館について、民間の資

金やノウハウ等を活用した低廉・良質なサービスの提供等を図るため、ＰＦＩ事業

による整備・ 運営手法を検討する。

・震災等により被った困難への「心の癒し」
・悠久なる日中交流の歴史への深い理解

５月２２日：日中首脳会談にて、被災地学生の中国への招待につい
て日中双方で合意。
５月３１日：来日した邵琪偉（ショウ・キイ）中国国家旅游局長が、被
災地の子供達１００名を海南島に招請することを発表。

・海南島から青少年１００名、中国全土
から１００名を招請。

・被招請者は一団として受け入れ、日
中友好４０年の「象徴」とする。

・旅行行程中、「感謝」の意を示す歓迎
イベントを実施。

・青少年間の国際相互理解の増進
・中長期的な日中間相互交流の拡大

被災中学生 海南島招請事業

２０１２年「日中国交正常化４０周年」

・平成23年8月1日～7日
・被災５県（青森、岩手、宮城、
福島、茨城）、中学生約１００名

・仙台空港からのチャーター便
を利用

・中国最南部の海南省にあるリ
ゾート地「海南島」で各種行事。
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≪日本再生重点化枠≫

○Fly to Japan! 事業【新規】 （国際交流推進課）

要求額 １，１８６百万円

震災支援への感謝の意を伝えるとともに、未だ放射能等への不安を抱える外国人の訪

日を後押しするため、全世界から10,000人の外国人を日本へ招請し、「安全・安心な観

光地・日本」と「新しい日本の観光スタイル」をＳＮＳ等を通じ全世界へ発信する。

併せて、応募者への訪日イメージ調査の結果を活用し、訪日イメージの回復策を実施す

るほか、宿泊や買物等による国内旅行支出について、帰国後の補足・分析を実施する。

「震災後日本に行った自国民」への信頼度は「国際機関」の次に高い。

「訪日旅行回復緊急調査」（２０１１年８月：観光庁）

11.9

9.5

46.5

5.1

9.4

3.8

13.9

5.4

12.6

16.9

11.2

20.4

10.3

23.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

1. 家族

2. 友人・知人

3. 原子力の安全性に関する国際機関

4. 信頼できる自国の著名人

5. 自国の政府機関

6. 日本大使館などの日本の政府機関

7. 日本に在住しているか、震災後に日本に

行ってきた自国民

1位 2位 総得票数

回答者数=2,230
％

Fly to Japan ! 事業

・全世界から日本への旅行希望者を募集。
・応募に当たっては、
①震災後の訪日イメージに関する調査への回答、
②日本旅行の具体的計画（複数人旅行も可。）の提出を求める。

・ブログ、SNS等母国での「口コミ」発信力の高い者へ重点。
・審査を経て、全世界から、10,000人を日本へ招請（航空券のみ提供）。

・1万人が国内を旅行、いま
の日本を体感

・新しい日本旅行のスタイル
を実験
・ブログ、SNS等により、母
国へリアルタイム発信

・1万人の国内での買物、
宿泊等消費額

約１３．１億円
・上記消費に伴う生産波及
効果

約３１億円

国内旅行消費の創出

帰国後に補足調査を実
施、VJ事業の高度化

全世界へ「口コミ」発信

全世界のコミュニティへ
浸透、訪日不安の解消

と訪日促進

・日本への関心の向上
・HPアクセス増
・訪日ファンの新規獲得

訪日イメージの向上

・募集の際のアンケート調
査結果を分析し、訪日イ
メージの現状を把握。

・有識者等を交え、訪日イ
メージの向上策を検討・実
施

震災により傷ついた訪日
に対するイメージの向上

3位以下
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○訪日外国人旅行者の受入環境整備事業【継続】

（国際観光政策課、観光資源課）

要求額 ４３８百万円

訪日外国人旅行者3,000万人時代の実現に向けて、国内における外国人旅行者の移動、

滞在、観光等の利便性・快適性の向上を図り、満足度を高め、リピーター化を進めてい

くことが求められている。

このため、戦略拠点及び地方拠点の整備・受入環境の改善による受入環境水準の向上、

昨今の訪日旅行客のニーズの多様化に対応した通訳ガイドの人材育成等を行い、訪日外

国人旅行者の受入環境の整備を行う。

受入環境の改善

戦略拠点・地方拠点の整備

受入を担う環境の整備（受入環境水準向上事業）

受入を担う人材の育成

○既に多数外国人旅行者が訪れている地域を戦略拠点、外国人旅行者の訪問の増加が見込まれる
地域を地方拠点として、選定された自治体等を中心に受入環境整備水準の評価を行い、自治体等
の強みと弱みを把握した上で、受入環境の向上に資する事業を実施する

訪日外国人旅行者が安心して快適に、移動・滞在・観光することができる環境を提供することにより、訪
日外国人旅行者の訪問を促進するとともに、満足度を高め、リピーターの増加を図る

○日本在住の留学生等を受入環境整備サポーターとして、戦略拠点・地方拠点などへ派遣することで、

受入環境整備が遅れている部分を外国人の目線から明確にし、改善策を提案してもらうことで、訪日
外国人旅行者の受入環境整備を促進する

○通訳案内士の育成

・ 伝統文化やポップカルチャーなど、専門性の高い通訳案内士育成に向けた通訳案内士専門性研修の実施
・ 通訳案内士の有資格者数の増加を目的とした、通訳案内士養成研修の実施

○新しく導入される特区ガイドの効果検証

・ 通訳案内士法の特例を設けた「総合特別区域法」の成立に伴う、特区ガイド制度の効果の検証 等
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（２）観光を核とした地域の再生・活性化

○観光地域づくりプラットフォーム支援事業【継続】 （観光地域振興課）

要求額 ３００百万円
（うち復旧・復興枠５４百万円）

観光を通じた地域振興を図っていくためには、行政区域にとらわれないエリアで様

々な関係者が協働し、当該地域の資源を活用した着地型旅行商品を企画・販売する等、

滞在型観光につながる持続的な取り組みを活性化させていくことが重要である。

このため、様々な滞在型観光の取り組みを推進し、市場との窓口機能等を担う「観

光地域づくりプラットフォーム」の形成を促進しつつ、着地型旅行商品の企画・販売、

人材育成等を行う取り組みを支援する。

※着地型旅行商品：旅行先の地域が主体となり、各種体験や地元産品等当該地域ならではの観光資源を
活用して造成された旅行商品

観光地域づくりプラットフォームのイメージ観光地域づくりプラットフォームのイメージ

・地域資源を活用した着地型旅行商品を地域の外に向かって販売するため、市場と地域をつなぐ窓口組織。
・観光産業だけにとどまらず、地域の幅広い関係者（農林水産業、商工業、行政、ＮＰＯなど）が参加。

※平成２２年度までに認定を受けた４５地域の観光圏が対象
（１）設立準備段階（１か年）
観光圏において、「観光地域づくりプラットフォーム」が着地型旅行商品の販売等をワンストップ窓口として持続的に
行うための事業計画の策定に対する補助
・補助対象事業： 観光地域づくりプラットフォームの事業計画策定
・補助対象者： 観光圏整備法に基づく協議会
・補助額： 上限５００万円
（２）運営初期段階（原則２か年）
認定を受けた観光圏整備実施計画に基づき「観光地域づくりプラットフォーム」が実施する事業に対する補助
・補助対象事業： 商品企画開発・販売促進、体験・交流・学習促進、人材育成、情報提供、宿泊魅力向上、

イベント開発、交通整備、モニタリング調査 等
・補助対象者： 法人格を有する「観光地域づくりプラットフォーム」
・補助額： 事業費の４割

全国対象

※被災３県（岩手県、宮城県、福島県）が対象
（１）計画策定段階
被災地において、広域的な連携による滞在型観光を推進しつつ、観光を通じた復興を図るための事業計画の策定
に対する補助
・補助対象事業 ： 観光圏整備計画又は観光地域づくりプラットフォーム事業計画の策定
・補助対象者 ： 観光圏整備法に基づく協議会
・補助額 ： 上限５００万円
（２）事業実施段階
被災地において、観光地域づくりプラットフォーム又は観光圏整備法に基づく協議会が実施する事業に対する補助
・補助対象事業 ： 商品企画開発・販売促進、体験・交流・学習促進、人材育成、情報提供、宿泊魅力向上、

イベント開発、交通整備、モニタリング調査 等
・補助対象者 ： 観光地域づくりプラットフォーム又は観光圏整備法に基づく協議会
・補助額 ： 事業費の４割

被災地対象

観光地域づくりプラットフォーム
（法人格を有する事業体）

市場（含 旅行会社、旅行者、消費者 等）

地域資源
（体験施設）

地域資源
（農業）

地域資源
（宿泊施設） 地域資源

（お土産）

観光協会

大学

自治体
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○広域観光促進調査事業【継続】 （観光地域振興課、観光資源課）

要求額 １１６百万円

広域的な滞在型観光地づくりに向けた取組の効果的な推進を図るため、補助事業の事

前・事後評価、観光地づくりの戦略策定手法の調査、先進的な取り組みの開発や普及の

促進、旅行商品についての品質向上策の策定等を行う。

マーケティング手法の実践

具体的な事業内容

第三者委員会による事前・事後評価の実施

１．広域観光促進基礎調査

「観光地域づくりプラットフォーム支援事業」の事前・
事後評価の実施、各地の先進的な事例等の調査や事例集
の作成、観光圏内の各関係者の連携の推進を行う。

２．観光地戦略策定手法調査

各地域が戦略的に観光地づくりを実施するため、地域
の関係者が、自らの力で必要なマーケティングを行うた
めの手法を定めた「観光地マーケティングガイドライン」
（仮称）を策定し、その普及を図る。

３．地域観光イノベーション調査事業

他地域のモデルとなるような先進的な取り組みの支援
を行うとともに、その効果を検証することにより、新た
な取り組みの開発や普及の促進を図る。

先進的な取組（スマートフォンの活用）

４．顧客満足型旅行商品推進事業

各地域の観光資源を活用して造成された旅行商品につ
いて、平成２３年度の実態調査を踏まえ、各地域におけ
る課題やその解決策を整理し、顧客満足度の高い旅行商
品の品質向上策をとりまとめる。

マーケティング手法の実践
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○ユニバーサルツーリズム促進事業【新規】 （観光産業課）

要求額 １９百万円

移動制約者の旅行の機会を拡大することにより、誰もが旅行に参加しやすい環境づく

りを進めるため、ユニバーサルツーリズムの先進事例のモデル化や、移動制約者のニー

ズを踏まえた観光地のユニバーサルツーリズムの旅行環境改善を行うことで地域の自治

体やＮＰＯ法人の取り組みを側面支援する。

ユニバーサルツーリズムの取り組みを、ビ
ジネスやボランティア活動の観点から評
価・分析・モデル化し、他の地域での取り
組みを行いやすい環境を整える。

ユニバーサルツーリズムの先進事例の
モデル化による取組みの普及・促進

移動制約者のニーズを踏まえた
観光地の旅行環境改善

全国の

先進事
例の洗
い出し

先進事例の評価・分

析・モデル化
・ 取組内容の評価・

分析
・ 過去・現在の課題
や具体的な解決手

法の整理

先進事

例のモ
デルの

普及・
促進

移動制約
者が旅行
したい、

観光地を
ピックアッ
プ

先進的なＮ

ＰＯ法人の
協力の下、

旅行者（移
動制約者）
による実地

調査

・問題点や

改善点の
とりまとめ

・自治体や

ＮＰＯ法人
にフィード
バック

移動制約者の旅行ニーズの高い観光地の
現在の問題点や改善点を利用者により評
価してもらい地域の自治体やＮＰＯ法人に
よる魅力ある観光地作りの支援を実施。

【現状の課題】

● ユニバーサルツーリズムの取り組みはホテル等の施設や公共交通機関といった、点
での取り組みが主流であり、線や面での取り組みの広がりは限定的

● ユニバーサルツーリズムへの理解不足や具体的な取組方策について知見が偏在

【施策の方向性】

● ユニバーサルツーリズムの先進事例のモデル化による取り組みの普及・促進
→ 先進事例を収集・モデル化し、他の観光地への横の展開を図る。

● 移動制約者のニーズを踏まえた観光地の旅行環境改善
→ 魅力的な観光地作りのため、利用者目線での旅行環境をチェックし、地域の取組

状況やその改善点・課題等を評価し、地元へフィードバック。
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（３）観光人材の育成

○観光中核人材育成事業【継続】 （観光地域振興課、観光産業課）

要求額 １５３百万円

観光地域づくりプラットフォームや中小観光事業者のマネジメントを担う中核的な人

材の育成について、必要な教材の作成、指導者の拡充、研修等の効果実証を行うことに

より、地域や大学等における人材育成の取り組みの普及・定着を図る。

事業概要

（２）中核人材育成のモデル事業の実施

観光地づくりに取り組む地域に専門家を招請し、実地指導や
ワークショップ開催による研修を行うことにより、地域の観光を

担う中核的な人材やその候補者を育成する。

②専門家の招請による研修

観光地づくりに取り組む地域から、中核的な人材やその候補
者を観光地づくりの先進地に派遣し、実地の研修を行う。

③先進地への派遣による研修

観光の専門家等による研究会を開催し、必要な教材の作成や指導方策についての認識を共有
化させるとともに、（２）①による育成効果の検証を行う。

（１）研究会の実施・効果検証

大学において公開講座を開設することにより、地域の観光を
担う中核的な人材やその候補者を育成する。

①大学の公開講座による育成

観光関係者を広く対象にしたシンポジウムを開催し、（２）による育成効果の紹介等を行うことに
より、中核的人材の育成手法についての普及・定着を行う。

（３）シンポジウムの開催

公開講座の実施

中核人材への実地指導

先進地への派遣研修
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（４）ワークライフバランスの実現に資する休暇改革の推進

○地域における家族の時間づくり促進事業【継続】（参事官（観光経済担当））

要求額 ３５百万円

「新成長戦略」（平成22年6月18日閣議決定）を踏まえ、休暇取得の分散化の意義・メ

リット等を幅広く周知し、休暇取得の分散化の円滑な導入に向けた取り組みとして、各

地域の協力のもと、大人（企業）と子ども（学校）の休みのマッチングを行う実証事業

を行うことで、「家族の時間」がもたらす教育的・社会的効果を明らかにするとともに、

課題とその改善方策の検証を行い、同様の取り組みを広く働きかける事業を実施する。

24年度においては、これまでの２年間の成果を踏まえ、主に地方のメディアを通じて

休暇改革の意義を発信し、地域に定着させるとともに、モデル運輸局を選定し、これま

で観光庁が培った知見を運輸局に移管するための課題整理等を実施する。

各地域における取組の実施と効果の検証

幼稚園・
小学校・中学校

企業・
経済団体

家庭

・有給休暇取得の働きかけ
・地元経済団体へ協⼒要請

取組
準備 ・ポスター、チラシ

等による普及啓発
・幼稚園、学校の
休業日の調整

成果と
課題の
検証

・アンケート調査、ヒアリングの実施
（教育的、社会的、経済的効果や課題の検証）

取
組
主
体

・課題の改善と同様の取り組みの他地域への拡大

地域の自治体（県、区市町村）

観
光
庁

サ
ポ
ー
ト

実
施
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≪日本再生重点化枠≫

○国内旅行活性化のための環境整備事業【新規】 （参事官（観光経済担当））

要求額 １５０百万円

節電のための取り組みと、外出/旅行の促進による地域経済の活性化の両立を目指して、

今夏開始した「ポジティブ・オフ」運動をより深化し、賛同企業の拡大を図るとともに、

国民各階層への本運動の浸透を図り、将来に向けて、休暇を楽しむライフスタイルやワ

ーク・ライフ・バランスの実現などの「ライフスタイル・イノベーション」につなげて

いくことを目指す。

目的とキャッチ･コピー：

「休暇を前向きにとらえ、楽しむ」運動を展開。

今夏は、節電を契機として取組開始。しかし、ゆくゆくは、休暇を楽しむライ
フスタイルやワーク・ライフ・バランスの実現など、「ライフスタイル・イノ
ベーション」につなげる。

キャッチ･コピーを「ポジティブ・オフ」運動とする。

・節電のための「オフ」
・家／オフィスから離れる「オフ」
・休暇を取る「オフ」
・⽇常から離れる「オフ」
・自分の心と体をリセットする「オフ」

・「オフ」を前向きにとらえよう。
・「オフ」（節電）をライフスタイル変
革の契機にしよう。

・「オフ」には、自分磨きをしよう。
・「オフ」には、家族との絆を深めよう。

★「ポジティブ・オフ」運動の展開

観光庁等 「ポジティブ・オフ」運動賛同企業・団体の取組を、ウェブや新聞広告等で紹介。

賛同企業
・団体

【第一段階】従業員に、休暇の取得と外出／旅⾏の促進を呼びかけ。可能なら、福
利厚⽣でのサポートや、新たな休暇制度の創設も。

【第二段階】「ポジティブ・オフ」運動賛同企業・団体であることを、自社イメー
ジ広告等で宣言。さらに、「ポジティブ・オフ」運動関連商品・サー
ビスも展開。

様々な取組で、運動のすそ野を拡大！
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（５）観光統計の整備

○観光統計の整備【継続】 （参事官（観光経済担当））

要求額 ８４５百万円

訪日外客誘致施策の更なる強化、地域が主役となった観光政策の展開が求められる中、

行政・民間における観光に関する取組をＰＤＣＡサイクルに基づき早急かつ着実に実施

するため、観光施策の基本インフラである観光統計の整備を着実に進める。

旅行・観光消費動向調査【平成15年度～】

宿泊旅行統計調査【平成19年～】

訪日外国人消費動向調査【平成22年度～】

観光地域経済調査【平成22年度～】

 訪日外国人の旅行消費、再訪意向、満足度等を明らかにする。
○調査対象 日本を出国する訪日外国人（6,500人×4回・・・計26,000人）
○調査方法 11空海港での調査員調査（年4回）

 我が国における日本人・外国人の宿泊旅行の実態を明らかにする。
○調査施設 ・従業者数１０人以上・・・全数調査（約１３，０００施設）

〃 ５～９人・・・標本調査（約３，４００施設）
〃 ０～４人・・・標本調査（約３，６００施設）

○調査方法 郵送調査（年4回）

 国民の観光旅行の実態を把握するとともに、観光消費の経済波及効果を明らかにする。
○調査対象 日本国民50,000人（25,000人に対して半年毎に2回調査を実施）
○調査方法 郵送調査（年4回）

 観光産業の基本的構造（事業者数、売上規模、雇用、就労状況等）の実態を把握することを目
的に平成２４年度より本格調査を開始。

既存の統計

観光客が減ると、
地域経済に
どのような

影響が発生するか
よく分からない

売上に占める観光比率
宿泊業・・・○○％
飲食業・・・○○％
小売業・・・○○％

観光産業の事業所数
宿泊業・・・○○軒
飲食業・・・○○軒
小売業・・・○○軒

どれだけの事業所が
観光（客）で

成り立っているか
よく分からない

観光産業の域内調達率
農林水産物・・・○○％
加工食品・・・・・○○％
物品・・・・・・・・・○○％

地域経済の中で、
観光産業が重要か
よく分からない

観光産業の“規模”
を示すデータ

観光産業の“波及効果”
を示すデータ

観光の“重要性”
を示すデータ観光地域経済

調査では
把握可能に

【継続】

【継続】

【継続】

拡充
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復旧・復興枠

○災害時における訪日外国人旅行者に向けた情報提供のあり方に関する

調査事業【新規】 （国際観光政策課）

要求額 ３０百万円

東日本大震災を踏まえ、訪日外国人旅行者が安心して旅行できる環境を整備するため、

自然災害等緊急時において、訪日外国人旅行者を対象に正確な情報を迅速に提供するた

めの情報提供のあり方について調査検討を行う。

日本は
安全？

飛行機の
運航は？

コールセンター

ホームページ

○訪日外国人旅行者が必要とする情報やその提供方法、国・地方・民間の役割分担等について調査・
整理し、災害等緊急時における情報提供のあり方を検討

・安心を訪日前や訪日中に提供することによる訪日意欲・満足度を向上
・日本国政府として外国人の受入体制を世界に向けてアピール

・交通情報（臨時便等）
・観光情報 （観光地の状況等）
・安全情報 （地震情報等）
・トラブル対応（病院情報等）

東日本大震災への
対応状況の整理

国内外の情報提供
事例の調査

ガイドラインの制定

テレビ・ラジオ

訪日外国人旅行者

情報提供手段

片方向の
情報提供

双方向の
情報提供

地方公共団体

病院

在京外国大使館

情報提供主体

在京外国政府観光局

公共交通機関

官 公 庁

情報の集約
多言語化
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復旧・復興枠

○広域連携観光復興対策事業【新規】 （観光地域振興課）

要求額 ２５０百万円

東北地方への旅行需要の回復と新たな観光地づくりのモデル構築を図るため、東北地

方全体を観光の博覧会場と見立て、地域や民間の様々な取り組みを連携させるとともに

統一的な情報発信等を行う。

会場全体

各ゾーン

国による取組【全体事業】

博覧会の事業全体を取りまとめる事務局を開設し、博覧会とし
て統一感を持った効果的な情報発信や各ゾーンの運営状況
のチェック等を行う。
・「博覧会」全体に係る統一した情報発信
・「ゾーン事業」の統一性の確保
・民間事業者との連携による利便性の向上、旅行促進

地域による取組【ゾーン事業】

東北地方に３０カ所程度設定された区域「ゾーン」において、
地域内の幅広い関係者の連携により、以下のような取組を実
施する。
・「地域観光案内人」の配置
・各種参加型コンテンツの提供
・モデルルートの提案
・各種イベントの開催
・「ゾーン」内の移動手段の確保
・「地のもの」の活用（食事、土産 等）

企画乗車券の発行

新たな長距離バス路線の運行等

事務局

「博覧会」全体に係る情報発信

「ゾーン事業」の統一性の確保

「博覧会」に合

わせた東北地
方への旅行
商品の造成・
販売

「博覧会」に合
わせた東北地
方への旅行
商品の造成・
販売

ゾーンＢ（○×市、□△町）

参加型コンテンツの提供（自然体験等）

「地のもの」の活用（食事、土産等）

地域観光案内人の配置

モデルルートの提案

ゾーンＣ（○○市、△△市、□□町）

ゾーン内の移動手段の確保

モデルルートの提案

地域観光案内人の配置

参加型コンテンツの提供

ゾーンＡ（△×町、○△町、□○村）

参加型コンテンツの提供

イベントの開催（祭り等）

地域観光案内人の配置

モデルルートの提案
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新成長戦略

（４）観光立国・地域活性化戦略
～観光立国の推進～

（観光は少子高齢化時代の地域活性化の切り札）
我が国は、自然、文化遺産、多様な地域性等豊富な観光資源を有しており、観光のポテンシャルは極めて高い。例えば、

南国の台湾の人々は雪を見に北海道を訪ね、欧州の人々は伝統文化からポップカルチャーまで日本の文化面に関心を
持ち、朝の築地市場など生活文化への関心も高くなっている。このように、日本を訪れる外国人の間では、国によって訪れ
る場所や楽しむ内容に大きな相違があるが、その多様性を受け入れるだけの観光資源を地方都市は有している。また、日
本全国には、エコツーリズム、グリーンツーリズム、産業観光など観光資源が豊富にあり、外国人のみならず、日本人にとっ
ても魅力的な観光メニューを提供することができる。公的支出による地域活性化を期待することが難しい現在、人口減少・
急激な少子高齢化に悩む地方都市にとって、観光による国内外の交流人口の拡大や我が国独自の文化財・伝統芸能等
の文化遺産の活用は、地域経済の活性化や雇用機会の増大の切り札である。

（訪日外国人を2020年初めまでに2,500万人に）
急速に経済成長するアジア、特に中国は、観光需要の拡大の可能性に満ちている。例えば、中国から日本を訪問して

いる旅行者数は年間約100万人、日本から中国を訪問している旅行者数は年間約340万人（いずれも2008 年ベース）と
大きな開きがある。人口増加や経済成長のスピードを考えれば、中国を含めたアジアからの観光客をどう取り込むかが大
きな課題である。今後、アジアからの訪日観光客を始めとした各国からの訪日外国人の増加に向けて、訪日観光査証の
取得容易化、魅力ある観光地づくり、留学環境の整備、広報活動等を図ることにより、訪日外国人を2020年初めまでに
2,500 万人、将来的には3,000万人まで伸ばす。また、観光立国にとって不可欠な要素として、交通アクセスの改善と合わ
せて安全・安心なまちづくりを進める必要がある。

（休暇取得の分散化等）
国内旅行は約20兆円規模の市場である。しかしながら、休日が集中しているため繁閑の差が大きく、需要がゴールデン

ウィークや年末年始の一定期間に集中する結果、顕在化しない内需が多いと言われている。このため、休暇取得の分散
化など「ローカル・ホリデー制度」（仮称）の検討や国際競争力の高い魅力ある観光地づくり等を通じた国内の観光需要の
顕在化等の総合的な観光政策を推進し、地域を支える観光産業を育て、新しい雇用と需要を生み出す。

【2020 年までの目標】
『訪日外国人を2020年初めまでに2,500 万人、将来的には3,000万人。2,500 万人による経済波及効果約10兆
円、新規雇用56万人』

≪２１の国家戦略プロジェクト≫ （経済成長に特に貢献度が高いと考えられる施策）
Ⅳ 観光立国・地域活性化における国家戦略プロジェクト

・本年７月１日から、中国人訪日観光の査証取得要件の緩和、申請受付公館の拡大など、査証の 取得容易化を実現し、
同時に「選択と集中」による効果的なプロモーションの実施や、医療など成長分野と連携した観光の促進、通訳案内士
以外にも有償ガイドを認めるなど受入体制の充実等に取り組むことで、訪日中国人旅行者数の大幅な増加を図り、2020
年初めまでに訪日外国人2,500万人、将来的には3,000万人の達成に向けた取組を進める。

・また、ピーク時に依存した需要構造を平準化し、混雑等のために顕在化していない需要を掘り起こすため、地域ブロック
別に分散して大型連休を取得する取組など「休暇取得の分散化」を実施する。このための祝日法の改正について検討を
進め、十分な周知・準備期間を設けた上で、早ければ平成24年度中の実現を目指す。あわせて、年次有給休暇の一層
の取得促進を図る。

・2020 年初めまでに訪日外国人2,500万人達成により、経済波及効果10兆円、新規雇用56万人が見込まれ、休暇取得
の分散化により需要創出効果約１兆円が見込まれる。

12．「訪日外国人3,000万人プログラム」と「休暇取得の分散化」

新成長戦略～「元気な日本」復活のシナリオ～（抄） （２０１０年６月１８日 閣議決定）

Ⅲ．「新成長戦略」の検証について （震災の影響を踏まえて工程の見直しが必要な事項）
４．観光立国・地域活性化戦略
訪日外国人2,500 万人【目標・工程を堅持し、内容強化】
・震災後、諸外国において訪日旅行を忌避する動きが生じ、訪日旅行者が大幅に減少していることから、本格的な訪日
旅行プロモーションの一斉展開を一刻も早く可能とするよう、まずは訪日旅行の安全・安心に対する信頼をしっかりと取
り戻すことが必要。このため、現地目線に立った正確かつ細心の情報発信、海外の観光当局、メディア、旅行会社等に
対する訪日旅行再開の働きかけを緊急実施する。

国内観光需要喚起【目標堅持・工程見直し】
・休暇取得の分散化の本格実施について、震災後の国民生活・経済活動等への影響及び国民的コンセンサスの状況を
踏まえて実施する。

日本再生のための戦略に向けて（抄） （２０１１年８月５日 閣議決定）
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観光立国推進基本計画

○ 現在の観光立国推進計画（平成１９年６月２９日閣議決定）は、５年間を見通したものであるが、観光をめぐる情勢の変化等を
踏まえ、おおむね３年後（平成２２年６月）を目途に見直しを行うものと明記。

○ 国土交通省成長戦略等も踏まえ、政府を挙げて観光立国を実現するための道筋を明らかにするものとして、観光立国推進基
本計画を改定し、年度末までの閣議決定を目指す。

○ 平成１８年１２月に制定された観光立国推進基本法では、政府は、観光立国の実現に関する施策の総合的かつ計画的な推進
を図るため、観光立国推進基本計画を策定する旨規定（閣議決定・国会報告が必要）。

○日本人の海外旅行者数
平成２２年までに2,000万人にする

○国内における観光旅行消費額

平成２２年度までに３０兆円にする

○日本人の国内観光旅行による1人当たり
の宿泊数 平成２２年度までに年間４泊にする

○我が国における国際会議の開催件数

平成２３年までに５割以上増やす

○訪日外国人旅行者数
平成２２年までに1,000万人にし、将来的には、
日本人の海外旅行者数と同程度にする

観光立国の実現のための基本的な目標（現在）

(H22年)1,000万人

(H21年) 679万人
(H22年)

861.2万人[推計]

目標

現況

(H22年)

2,000万人

目標

(H21年)

1,544万人
(H22年)

1,663.7万人[推計]

現況

(H22年度)

30兆円

目標

(H21年度)

22.1兆円

現況

(H22年度)

４泊

目標

(H21年度)

2.56泊

現況

(H23年)

252回

目標

(H21年)

538件
(従来基準では

246件)

現況

22.8 23.9

1.6

2.5

1.1

2.2

平成17年度 平成22年度

兆円

兆円

兆円

兆円

兆円

兆円

余暇増大の影響

団塊世代の影響

訪日外国人旅行消費

日本人国内観光消費

※修正前の値
（修正後の値は23.9兆円）

24.4兆円※

29.7兆円

訪日外国人旅行者数の推移

521.2

613.8
672.8

733.4

834.7 835.1

679.0

861.1

71.4

67.9

35.3
29.6
35.8
43.3

56.2

54.7

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年

注) 2011年1月～6月の値は暫定値、7月～8月の値は推計値、％は対前年同月比

１月 71.4万人

２月 67.9万人

３月 35.3万人
50.3%減

万人

1～8月計
394.1万人
前年比

33.0％減

ビジット・ジャパン・
キャンペーン開始

８月
54.7万人
31.9％減

７月 56.2万人
36.1％減

６月 43.3万人
36.1％減

５月 35.8万人
50.4%減

４月 29.6万人
62.5%減
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総計
861万人

韓国
244万人
（28.3%）

台湾
127万人
（14.7%）

中国
141万人
（16.4%）

香港
51万人
（5.9%）

米国
73万人
（8.4%）

その他アジア
32万人
（3.7%）

タイ
21万人
（2.5%）

シンガポール
18万人
（2.1%）

カナダ
15万人
（1.8%）

イギリス
18万人
（2.1%）

ドイツ
12万人
（1.4%）

フランス
15万人
（1.8%）

オーストラリア
23万人
（2.6%）

アジア
653万人
（75.8%）

欧州
85万人
（9.9%）

その他欧州
34万人
（4.0%）

オセアニア
26万人

（3.0%）

（2010年暫定値）

白字 重点市場(2003年度～)
青字 重点市場(2004年度～)
赤字 重点市場(2005年度～)
緑字 重点市場(2010年度～)

2010年重点市場分
計 782万人(90.9%)

国・地域別訪日外国人旅行者の割合

北米
91万人
（10.5%）

マレーシア
11万人
（1.5%）

インド
7万人
（0.9%）

ロシア
5万人
（0.7%）

76,800

59,745

55,665

52,677

43,626

28,133

27,000

26,874

24,577

22,395

22,004

21,203

20,271

20,085

16,095

15,842

15,007

14,051

12,470

11,926

10,883

10,850

9,510

(9,335)

9,288

9,161

9,097

8,798

8,628

8,611

8,546

8,074

7,432

7,217

(7,189)

7,003

6,902

6,865

6,334

6,047

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000 90,000

フランス (France)

米国 (U.S.A.)

中国 (China)

スペイン (Spain)

イタリア (Italy)

英国 (U.K.)

トルコ (Turkey)

ドイツ (Germany)

マレーシア (Malaysia)

メキシコ (Mexico)

オーストリア (Austria)

ウクライナ (Ukraine)

ロシア (Russia)

香港 (Hong Kong)

カナダ (Canada)

タイ (Thailand)

ギリシャ (Greece)

エジプト (Egypt)

ポーランド (Poland)

マカオ (Macau)

オランダ (Netherlands)

サウジアラビア (Saudi Arabia)

ハンガリー (Hungary)

クロアチア (Croatia)

モロッコ (Morocco)

シンガポール (Singapore)

デンマーク (Denmark)

韓国 (South Korea)

スイス (Switzerland)

日本 (Japan)

シリア (Syria)

南アフリカ共和国 (South Africa)

アラブ首長国連邦 (U.A.E.)

ベルギー (Belgium)

アイルランド (Ireland)

インドネシア (Indonesia)

チュニジア (Tunisia)

ポルトガル (Portugal)

チェコ (Czech Republic)

ブルガリア (Bulgaria)

千人

1位

10位

20位

30位

40位

出典： 世界観光機関（UNWTO）、各国政府観光局 作成： 日本政府観光局（JNTO）
注1： 本表の数値は2011年6月時点の暫定値である。
注2： クロアチアとアイルランドは、2010年の数値が不明であるため、2009年の数値を採用した。
注3： アラブ首長国連邦は、連邦を構成するドバイ首長国のみの数値が判明しているため、その数値を採用した。
注4： 本表で採用した数値は、韓国と日本を除き、原則的に1泊以上した外国人訪問者数である。
注5： 外国人訪問者数は、数値が追って新たに発表されたり、さかのぼって更新されることがあるため、数値の採用時期によって、

そのつど順位が変わり得る。
注6： 同一国において、外国人訪問者数が異なる統計基準に基づいて算出されている場合があるため、比較する際には注意を要する。

Source: UNWTO and National Tourism Offices Compilation: Japan National Tourism Organization (JNTO)

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

外国人旅行者受入数の国際比較（2010年）

日本は世界で30位。アジアで8位。
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拡大する世界の国際観光市場

出所：UNWTO「Tourism 2020 Vision 」より作成

全世界の国際観光到着客数のうち、東アジア・太平洋地域が占めるシェアは、２０１０年
に１９．４％、２０２０年には２５．４％まで拡大の予測。

１.95億人
19.4%

3.97億人
25.4%

実績 予測

南アジア

中東

アフリカ

東アジア・太平洋

アメリカ

ヨーロッパ

6.94億人

10.06億人

15.61億人

国際観光到着客数

1781.9

1329.6

1683.1 1740.4 1753.5 1729.5
1598.7 1544.6

1663.7

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

2000

2000年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年

（万人）

過去最高値

イラク戦争
ＳＡＲＳ発生

対前年比
＋７．７％

法務省資料より観光庁作成

日本人海外旅行者数の推移
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国際会議の開催件数の推移

2005年 2006年 2007年 2008年 2009年

日本 17位 18位 5位 4位 5位

シンガポール 15位 10位 4位 3位 2位

韓国 14位 16位 15位 12位 11位

オーストラリア 13位 15位 14位 14位 16位

2位 シンガポール
689件

●世界の国際会議の開催件数は、近年、着実に増加。
●地域別にみると欧州が最も多いが、アジア地域が2006年か

ら2009年の3年間で約2倍になるなど急激に成長している。

世界の市場別開催動向

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000
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●2009年の国際会議開催件数で、日本は世界第5位。アジ
アで第2位。

●韓国、シンガポール、豪州等各国の官民あげた誘致活動
により、国際競争が激化しており、韓国、シンガポールなど
は、着実に国際会議の誘致数の拡大を図っている。

※UIA統計

１位 アメリカ 1,085件

3位 フランス 632件

4位 ドイツ 555件
5位 日本

538件

11位 韓国
347件

16位 豪州
227件

日本人国内日帰り旅行
5.5兆円（21.5%）

日本人海外旅行
（国内分）

1.5兆円（5.8%）

訪日外国人旅行
1.2兆円
（4.6%）

出所：「旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究」より

２５．５兆円

我が国経済への貢献度（経済効果）

生産波及効果 ５３．１兆円 ・・・ ６．１％（対国民経済計算産出額）

付加価値誘発効果 ２７．１兆円 ・・・ ５．８％（対名目ＧＤＰ）

雇用誘発効果 ４６２万人 ・・・ ７．３％（対全国就業者数）

税収効果 ４．６兆円 ・・・ ６．０％（対国税＋地方税）

国内における旅行消費額（平成２１年）

日本人国内宿泊旅行
17.4兆円（68.0%）
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国民１人当たり国内宿泊観光旅行の回数及び宿泊数の推移

宿
泊
数
（
泊
）

回
数
（
回
）

出典：観光庁「旅行・観光消費動向調査」

2.92
2.74

2.48
2.37 2.38

2.12

1.78
1.71

1.52 1.52 1.46
1.34

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

0

1

2

3

4

平成17年

（2005年）

平成18年

（2006年）

平成19年

（2007年）

平成20年

（2008年）

平成21年

（2009年）

平成22年

（2010年）

宿泊数 宿泊観光旅行回数

（注）2008年までは、20歳から79歳までが調査対象。
2009年以降は、全年齢が調査対象

独立行政法人国際観光振興機構(日本政府観光局/ＪＮＴＯ)概要

海外における観光宣伝、外国人観光旅客に対する観光案内、その他外

国人観光旅客の来訪の促進に必要な業務を効率的に行うことにより、国際観

光の振興を図ることを目的とする。

●昭和３９年 ４月 特殊法人国際観光振興会設立

●平成１５年１０月 独立行政法人国際観光振興機構設立

●平成２１年 １月 通称名を従前の｢ＪNTO｣から

｢日本政府観光局（またはJNTO）｣に改称

●役 員 ： ６人（理事長１、理事３、監事２）

●職 員 ： ９１人（国内６０人、海外３１人） ※平成２３年９月1日現在

●国 内 ： ２本部４部制

２本部（企画本部、事業本部）

４部（総務部、企画部、海外ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ部、ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ誘致部）

●海 外 ： １３事務所

●運営費交付金 ： １９.７億円（平成２３年度）

●外国人観光旅客の来訪促進のための宣伝

●外国人観光旅客に対する観光案内所の運営 ●通訳案内士試験事務の代行

●国際観光に関する調査研究・出版物の刊行 ●国際会議等の誘致促進、開催の円滑化等

●その他附帯業務

業 務

沿 革

目 的 組織・予算

シドニー

ＪＮＴＯ海外事務所

ソウル

北 京

上 海 香 港

バンコク

シンガポール

ロサンゼルス

ニューヨーク

トロント

ロンドン

パ リ

フランクフルト 本 部
東京都千代田区有楽町
（東京交通会館10F）
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観光圏整備実施計画認定地域（４８地域）

知床観光圏（２１）

日光観光圏（２１）

（平成23年4月1日現在）

さっぽろ広域観光圏（２１）

平戸・佐世保・西海ロングステイ観光圏（２２）

浜名湖観光圏（２１）

雲仙天草観光圏（２１）

日本海きらきら羽越観光圏（２１）

聖地熊野を核とした癒しと蘇りの観光圏（２１）

富良野・美瑛広域観光圏（２０）

伊達な広域観光圏（２０）

やさしさと自然の温もり ふくしま観光圏（２０）

あなたの空と大地 水戸ひたち観光圏（２０）

雪国観光圏（２０）

富士山・富士五湖観光圏（２０）

南房総地域観光圏（２０）

伊勢志摩地域観光圏（２０）

京都府丹後観光圏（２０）

淡路島観光圏（２０）

山陰文化観光圏（２０）

広島・宮島・岩国地域観光圏（２０）

新東九州観光圏（２０）

阿蘇くじゅう観光圏（２０）

びわ湖・近江路観光圏（２１）

釧路湿原・阿寒・摩周観光圏（２２）

はこだて観光圏（２２）

めでためでた♪花のやまがた観光圏（２２）

認定圏域名（認定年度）

トキめき佐渡・にいがた観光圏（２２）

能登半島観光圏（２１）

越中・飛騨観光圏（２２）

八ヶ岳観光圏（２２）

箱根・湯河原・熱海・あしがら観光圏（２２）

伊豆観光圏 （２０）

知多半島観光圏（２２）

東紀州地域観光圏（２２）

香川せとうちアート観光圏（２２）

瀬戸内しまなみ海道地域観光圏（２２）

豊の国千年ロマン観光圏（２２）

玄界灘観光圏（２２）

富山湾・黒部峡谷・越中にいかわ観光圏 （２１）

にし阿波観光圏（２０）

新たな青森の旅・十和田湖広域観光圏（２１）
会津・米沢地域観光圏（２０）

立山黒部アルペンルート広域観光圏（２２）

福井坂井奥越広域観光圏（２１）

四万十・足摺エリア（幡多地域）観光圏（２１）

吉野大峯・髙野観光圏（２３）

盛岡・八幡平広域観光圏（２３）

北海道登別洞爺広域観光圏（２３）

（年度別認定数） 20年度～16地域
21年度～14地域
22年度～15地域
23年度～ 3地域
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観光地域づくりプラットフォーム支援事業採択地域 （平成23年8月26日現在）

平戸・佐世保・西海ロングステイ観光圏

浜名湖観光圏

雲仙天草観光圏

富良野・美瑛広域観光圏

雪国観光圏

富士山・富士五湖観光圏

南房総地域観光圏

伊勢志摩地域観光圏

京都府丹後観光圏

淡路島観光圏

新東九州観光圏

阿蘇くじゅう観光圏

びわ湖・近江路観光圏

釧路湿原・阿寒・摩周観光圏

はこだて観光圏

トキめき佐渡・にいがた観光圏

八ヶ岳観光圏

箱根・湯河原・熱海・あしがら観光圏

伊豆観光圏

東紀州地域観光圏

瀬戸内しまなみ海道地域観光圏

玄界灘観光圏

富山湾・黒部峡谷・越中にいかわ観光圏

にし阿波観光圏

立山黒部アルペンルート広域観光圏

四万十・足摺エリア（幡多地域）観光圏

観光地域づくりプラットフォーム支援事業（設立準備段階）
採択地域 １３地域

観光地域づくりプラットフォーム支援事業（運営初期段階）
採択地域 １３地域


